滋賀県歳入確保アドバイザリー業務委託様式３
※提出部数：６部
※申請者が特定できる名称やロゴマーク等を記載しないこと。

企画提案書

１　本業務に関する理解および本業務への取組方針　　　　　　　　　　
	●提案内容［A4換算２枚まで］（本注釈は提出時に削除ください）
・本業務に関する理解および取組方針について記入してください。







２　現状の分析や伴走支援の方法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	●提案内容（本注釈は提出時に削除ください）
・支援案件の現状分析や歳入確保にかかる伴走支援等をどのように行うかについて記入してください。




３　想定される歳入確保の取組等　　　　　　　　　　　　　　　　　
	●提案内容（本注釈は提出時に削除ください）
・想定される歳入確保の取組等について記入してください。
・その他、本県の歳入確保に資する取組があれば記入してください。




４　実施体制　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	●提案内容［A4換算２枚まで］（本注釈は提出時に削除ください）
・組織体制、業務の統括責任者と主たる担当者の氏名・資格・担当した類似業務実績などを記入してください。また、再委託があれば内容と委託先等について記入してください。




５　スケジュール案　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	●提案内容［A4換算２枚まで］（本注釈は提出時に削除ください）
・スケジュールや業務実施手順の案について記入してください。





６　過去10年の主な類似業務実績【１億円以上】　　　　　　　　　　
	●提案内容［A4換算５枚まで］（本注釈は提出時に削除ください）
１ 事業名／発注者

２ 事業期間

３ 歳入確保の実績額

４ 事業内容と成果

５ 本業務との類似点

・歳入確保の実績額が１億円以上（プロジェクト全体で捉えた場合の額）の案件を記入してください。該当のない場合は、最も高い額の案件について記入してください。
・多数の実績がある場合は適宜表を追加してください。（5件程度までとしてください）
・既存資料がある場合は、当該資料の添付をもって欄内の記載に代えることができます。




７　その他PRポイント等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	●提案内容［A4換算１枚まで］（本注釈は提出時に削除ください）




８　社会政策推進等　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	「滋賀県ワーク・ライフ・バランス推進企業」の登録の有無
または、次世代育成対策推進法に基づく基準適合一般事業主として厚生労働大臣の認定の有無
	有　　・　　無

	高年齢者就業確保措置について労使協定の締結または就業規則の労働基準監督署への届け出を行っているか。
	有　　・　　無

	障害者の雇用の促進等に関する取組のうち、次のいずれかに該当するか。
ａ 障害者の雇用に関する状況の報告義務がある事業者であって法定雇用率が達成されているか。
ｂ 障害者の雇用に関する状況の報告義務がない事業者であって障害者を雇用しているか。
ｃ 「しが障害者施設応援企業」の認定を受けているか。
ｄ 障害者の雇用の促進等に関する法律に基づく基準適合事業主として厚生労働大臣の認定を受けているか。
	有　　・　　無

	「滋賀県女性活躍推進企業」の認証を受けている。または女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく基準適合一般事業主として厚生労働大臣の認定を受けているか。
	有　　・　　無

	環境マネジメントシステムのうち、次のいずれかの認証・登録を受けているか。
ａ 国際標準化機構が定めた規格ＩＳＯ14001 に適合している旨の認証
ｂ 一般財団法人持続性推進機構（平成23年９月30日以前に登録・更新した場合は、財団法人地球環境戦略研究機関持続性センター）の実施するエコアクション21の認証・登録
ｃ 特定非営利活動法人ＫＥＳ環境機構の実施するＫＥＳ・環境マネジメントシステム・スタンダードの登録
ｄ 一般財団法人エコステージ協会の実施するエコステージの認証
	有　　・　　無




[bookmark: _Hlk164085194]※企画提案書は基本的には本様式により、Ａ４版で作成してください。
※任意様式でも構いませんが、上記事項については漏れなく記載してください。
※ポイントを絞って簡潔にわかりやすく記述してください。別添資料の添付やＡ３用紙の折り込みは可とします。

